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三豊市豊中放課後児童クラブ(仮称)及び豊中放課後子供教室(仮称)運営業務委託仕様書 

 

 

三豊市豊中放課後児童クラブ(仮称)運営業務及び豊中放課後子供教室(仮称)運営業務を委託す

るための仕様書について、三豊市放課後児童健全育成事業委託要綱（平成２１年３月２３日子告示第

７４号）によるほか、詳細を本仕様書に定める。 

 

【１】三豊市豊中放課後児童クラブ(仮称)運営業務                     

１．委託業務名 

三豊市豊中放課後児童クラブ(仮称)運営業務 

 

２．実施場所 

三豊市豊中町笠田竹田３９３－１他（放課後児童クラブ専用施設を整備中） 

 

３．委託期間 

（1）委託期間 

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

ただし、委託契約については当プロポーザルにより最優秀提案者に選定された事業者を

優先交渉権者として、「三豊市放課後児童健全育成事業委託要綱」に基づき委託契約を締

結するものとする。 

（2）準備期間 

最優秀提案者の決定から令和８年３月３１日まで 

※準備期間において備品購入等に伴う市との協議や支援員の確保、指揮命令系統の確立を行うものとする。   

 

４．開設日及び開設時間 

① 学校開校日の平日（月曜日から金曜日） 

放課後から午後６時３０分まで 

② 土曜日（祝日を除く）及び学校休業日 

午前７時３０分から午後６時３０分まで 

※ただし、土曜日の利用希望者がいない場合は休業日として差し支えない。 

※事業者の提案により、開設時間の延長も可能とする。 

 

５．休業日 

① 日曜日 

② 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

③ ８月１１日から８月１７日までの間で市長が定める日 

④ １２月２９日から翌年１月３日までの日 

⑤ 特別休校日 

⑥ 学校行事等により放課後児童クラブを実施できない日 
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６．対象及び利用見込数 

（1）対象となる児童 

令和８年４月開校予定の三豊市立豊中小学校(仮称)に就学する児童であって、その保護者が

労働等により昼間家庭にいない児童で、三豊市放課後児童クラブ条例に基づき、市が利用を承

認した児童。 

（2）想定利用児童数 

   通年２１３人、長期休業期間のみ５３人 

（参考：令和７年４月１日現在の豊中地区放課後児童クラブ登録児童数） 

桑山放課後児童クラブ：通年４６人、長期休業期間のみ８人 

比地大放課後児童クラブ：通年３８人、長期休業期間のみ１２人 

笠田放課後児童クラブ：通年３９人、長期休業期間のみ８人 

上高野放課後児童クラブ：通年２０人、長期休業期間のみ６人 

本山放課後児童クラブ：通年７０人、長期休業期間のみ１９人 

 （3）支援の単位 

    ５支援単位 

 

７．関係法令の遵守 

運営業務受託者は、次に掲げる関係法令等を遵守し、業務を遂行しなければならない。 

（1）地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（2）児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号） 

（3）三豊市放課後児童クラブ条例（平成２０年３月２８日条例第４号） 

（4）三豊市放課後児童クラブ条例施行規則（平成２０年３月２８日規則第１２号） 

（5）三豊市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年９月２９日条例第２３号） 

（6）子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号） 

（7）労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 

（8）労働安全衛生法（昭和４７年法律５７号） 

（9）最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号） 

（10）放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６３号） 

（11）放課後児童クラブ運営指針（平成２７年厚生労働省発出） 

（12）個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

（13）その他関係法令 

 

８．委託業務の範囲及び内容 

（1）児童の健全な育成に関する業務 

① 児童の健康管理 

児童の健康管理については学校・保護者との連携により日常的に把握し、放課後児童支援員

及び補助員（以下「支援員等」という。）の間で情報を共有しておくこと。異常が認められる場

合は、保護者への連絡など状況に応じた適切な対応を行うこと。 
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② 安全確保 

事故の未然防止に努めるとともに、けがをした場合の応急処置や医療機関への連絡体制な

どを整えること。また、火災、地震、大雨、不審者の侵入など緊急時の対応についてマニュア

ル等を整備し、学校や警察等との連携及び協力など、児童の安全確保に努めること。 

③ 生活、遊び等の指導 

児童の生活や遊びへの指導を通して、情緒の安定を図り、自主性、社会性を培う指導を行う

こと。 

④ 学習 

児童が宿題、自習等の学習活動を自主的に行える環境を整え、必要な援助を行うこと。 

（2）事業の運営に関する業務 

① 放課後児童クラブ運営指針（平成２７年厚生労働省発出）にそった運営を行うこと。 

② 出欠席簿や指導日誌の作成 

児童の出席状況を把握するとともに、指導日誌等により日々の業務内容を記録し、支援員等

の間での引継ぎを円滑に行うこと。 

③ 勤務表の作成 

適切な人員配置を行い作成し、市に提出すること。 

④ 施設・設備・備品の管理と環境整備 

日常的に施設、設備の点検を実施し、安全対策や危険個所の事前把握、防犯対策、安全管理

及び施錠確認を徹底すること。また、備品の適正管理や施設内の清掃の実施等、適正な環境

整備に努めるとともに、備品の破損や施設・設備に修繕が必要となった場合は速やかに市に

報告すること。 

⑤ おやつ等の提供 

おやつ等を購入し、児童に提供すること。購入費は委託料に含めるものとする。 

⑥ 長期休業期間中の食事の提供 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準及び放課後児童クラブ運営指針にお 

いて、小学校における夏季休業等の長期休業期間中等に事業所として昼食等の食事提供をす 

ることは妨げられておらず、 現在市内で長期休業期間中に昼食を提供している放課後児童 

クラブも一定数あることから、 対応について考慮すること。なお、放課後児童クラブで食事提 

供を行う場合は、食物アレルギーへの配慮や感染症や食中毒の発生防止や発生時の対応につ 

いて定めること。 

⑦ 特別な支援が必要な児童への対応 

特別な支援が必要な児童の受け入れにあたっては、その状況を十分に把握した上で市と協議

し、適切な配慮及び環境整備を確認後、可能な限り受け入れること。 

⑧ 学校及び地域との連携 

学校や地域及び関係機関との連絡・連携を図り、情報交換や情報共有、情報発信に努め、円滑

な運営を心がけること。 

（3）保護者対応に関すること 

① 保護者との連携及び協力運営においては、保護者との連携・協力を密に行うこと。 

② 保護者説明会 
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放課後児童クラブの運営を円滑に行うことができるよう、適宜、保護者説明会等を開催する

こと。 

③ 入会申込等に関する受付 

保護者から放課後児童クラブの入会等に係る申請書等の提出があった場合は受付を行い、市

へ提出すること。 

（4）その他 

前項までに掲げる項目以外に、放課後児童クラブの運営上必要な業務があるときは、市と協議

の上実施すること。 

 

９．支援の体制 

（1）支援員の配置 

次に掲げる支援員を配置し、運営業務を十分に履行できる体制を確保すること。 

① 支援員の定義 

支援員とは、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令

第６３号）第１０条に規定する放課後児童支援員に該当する者をいう。 

② 統括責任者 

市や学校等との連絡調整を行い、支援員へ指示等を行う統括責任者（支援員との兼務を可とす

る。）を１名配置すること。 

③ 支援員 

支援の単位ごとに２名以上配置すること。ただし、配置においては、１名を除き補助員（支援員

が行う支援について支援員を補助する者）をもってこれに代えることができる。 

（2）支援員の加配 

特別な支援を必要とする児童に対応する必要がある場合やその他特別な事由がある場合は、市と

協議のうえ支援員を加配すること。加配に係る人件費については、三豊市放課後児童健全育成事業

委託要綱第４条第３項に基づき、同要綱別表に掲げる障害児担当指導員加算を行う。 

（3）支援員名簿の提出 

受託者は支援員等の氏名・年齢等を記載した名簿を市に提出すること。また、支援員等の交代等に

よる変更がある場合は、その都度、市に名簿を提出すること。 

（4）研修 

① 受託者は、支援員等の専門性の向上を目的とした研修を実施すること。 

② 支援員は、自己の研鑽に努めること。 

（5）雇用 

     現在、豊中地区放課後児童クラブ（桑山・比地大・笠田・上高野・本山放課後児童クラブ）勤務し 

ている職員については、本人が運営業務受託者での雇用を希望する場合は、その採用機会の確保 

に努め、賃金等の雇用条件については、継続雇用につながるよう配慮すること。また、新たに職員 

を募集する際は、地元雇用を優先すること。 

 

１０．労働安全衛生 

（1）安全衛生 

受託者は、支援員等の安全衛生の確保及び改善を図り、適正な職場環境を整備すること。 
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（2）健康診断 

受託者は、支援員等に年１回以上健康診断を受診させること。 

 

１１．保険等の加入 

（1）保育業務に起因して、児童等に損害を与え、法律上の損害賠償責任を負う場合の補償のため、 

受託者は賠償責任保険に加入すること。 

（2）スポーツ安全保険に加入する児童の保険料は、利用料とあわせて市が徴収する。 

 

１２．事故発生時の対応 

事故等が発生したときは、直ちに必要な措置を講じること。その内容を速やかに市へ報告すると 

ともに事故速報を提出すること。また、事故の発生に際しては、速やかに事故の原因等を究明し、 

再発防止に努めるとともに、重大事故が発生した場合は事故報告書を市へ提出すること。 

 

１３．苦情等の対応 

保護者等からの要望や苦情に対しては、迅速かつ適切に誠意をもって対応すること。また、要望や

苦情の内容及び対応結果については、市に報告するとともに、その内容や対応策については、支援

員等の間で共有し業務内容の向上に生かすこと。 

 

１４．損害賠償 

次に掲げる事項に該当し、その結果、市に損害を与えたときは、受託者は市に損害を賠償しなけれ

ばならない。 

（1）故意又は過失により、児童や保護者等にけがを負わせたとき。 

（2）故意又は過失により、設備・備品等を損壊、紛失又は遺棄したとき。 

 

１５．委託料の支払い 

（1）支払い方法及び時期については、市と受託者が協議の上契約書をもって定める。 

（2）委託業務を完了したときは委託料を清算するものとし、清算残金が生じたときは市に返納する 

こととする。 

 

１６．報告書 

① 月次報告書（出席簿） 

各月における出席簿を、翌月５日までに提出すること。ただし５日が市の閉庁日の場合は翌

開庁日までとする。 

② 収支報告書 

会計年度終了後、市が指定する期日までに実績報告書及び収支報告書を提出すること。 

 

１７．状況報告及び現地調査 

市は、事業の運営状況について受託者に報告を求めるとともに、必要に応じて現地調査を行うこ

とができる。また、受託者はこれを拒むことができない。 
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１８．文書等及び業務の引継ぎ 

（1）放課後児童クラブにおける業務に係る一切の文書や書類、電算機器内のデータ等の所有権は、 

市に帰属する。 

（2）受託者は、業務委託期間の終了または、委託契約の解除等により、次期の受託者へ業務を引き 

継ぐ際には、次期受託者が円滑かつ支障なく業務が遂行できよう、引継ぎを行わなければなら 

ない。 

 

１９．分担区分 

業務・費用・リスクの各分担区分は別表に掲げるとおりとする。 

 

２０．協議 

本仕様書に定めのない事項又は内容に疑義が生じた場合は市と協議の上決定するものとする。 
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（別表１） 業務分担表 

業 務 区 分 内  容 
実 施 者 

市 受託者 

業務全般 

事業運営の総括  ○ 

事業運営の企画  ○ 

児童に係る育成支援の実施  ○ 

児童の出席簿・利用状況の記録作成  ○ 

日誌・障がい児加配の対象児童に係る支援記録の作成  ○ 

保護者との連携・協力  ○ 

保護者からの事業運営に関する相談・要望・苦情対応等  ○ 

保護者への周知文書作成・配付  ○ 

入室に係る保護者周知会の実施  ○ 

市ホームページ・市広報誌への情報掲載 ○  

小学校等各関係機関との連携及び連絡調整  ○ 

上記の確認・指摘 ○  

計画・資料等の作

成 

放課後児童健全育成事業補助金の申請及び実績報告 ○  

放課後児童健全育成事業補助金の申請及び実績報告に

要する各種資料（事業運営に係るもの）の作成 
 ○ 

年間事業計画及び年間収支計画書の作成  ○ 

上記の確認・指摘 ○  

利用申請等の各種

手続 

入会申請書等の作成・印刷 ○  

入会申請書の配付・受付・取りまとめ・市に提出するまで

の管理（入会申請受付期間中のみ） 
 ○ 

入会申請書の受付（入会申請受付期間外） ○  

入会・変更・中止届の受付 ○  

入会申請に係る審査・決定・通知・管理 ○  

利用者名簿の作成・管理 ○  

各種届出書の作成・印刷・受付 ○  

各種届出書の審査・決定・通知・管理 ○  

上記の確認・指摘 ○  
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業 務 区 分 内  容 
実 施 者 

市 受託者 

利用者負担額の賦

課・徴収業務等 

口座振替依頼書・納付書等の作成・印刷 ○  

口座振替受付・事務手続・管理 ○  

利用者負担額の賦課及び徴収 ○  

利用者負担額の収納管理 ○  

利用者負担額の督促・催告書及び滞納整理業務 ○  

利用者負担額の減免申請に係る受付・審査・決定 ○  

消耗品・備品購入

の管理 

事業運営に要する消耗品の購入・買替・管理等  ○ 

事業運営に要する備品の購入・買替 ○  

事業運営に要する備品の清掃・管理等  ○ 

上記の確認・指摘 ○  

おやつの提供 

おやつの発注・納品管理・提供  ○ 

業者への支払い・会計管理・収支決算報告書の作成及び

保護者への周知 
 ○ 

上記の確認・指摘 ○  

支援員等の採用・

労務管理等 

募集・採用・配置（勤務表の作成・欠員補充）  ○ 

出退勤及び休暇の管理  ○ 

労働基準監督署への各種届出  ○ 

支援員等からの相談・要望・苦情対応等  ○ 

各種研修への派遣及び資質向上を目的とした研修の実施   ○ 

支援員等の連絡会議の実施  ○ 

支援員等の健康診断の実施  ○ 

給与等の支払い及び年末調整業務  ○ 

上記の確認・指摘 ○  

安全・衛生管理 

施設警備に係る緊急時の対応  ○ 

施設内の安全点検及び衛生管理  ○ 

施設及び付帯設備の管理  ○ 

施設及び付帯設備の修繕 ○  

事故発生時の対応  ○ 

スポーツ安全保険加入申込書の受付及び保険請求手続 ○  

スポーツ安全保険の加入申込書の受付・取りまとめ・市に

提出するまでの管理（入会申請受付期間中のみ） 
 ○ 

上記の確認・指摘 ○  
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（別表２） 費用分担表 

項 目 内   容 
負担区分 

市 受託者 

人件費 支援員等への給与・賃金、手当、法定福利費、健康診断費用等  ○ 

報償費 行事や研修に要する講師等謝礼  ○ 

需用費 

消耗品費（備品に該当しない物品）  ○ 

燃料費（LP ガス代） ○  

光熱水費 ○  

医薬材料費（湿布，絆創膏等）  ○ 

運営業務に係る印刷製本費（保護者へのたより、行事用資料等）   ○ 

入会申請書ほか各種届出書等印刷製本費 ○  

利用者負担額徴収に係る費用 ○  

施設・付帯設備・備品の軽微な修繕  ○ 

施設・付帯設備・備品修繕料（受託者の責めに帰すものを除く）  ○  

役務費 

通信運搬費（携帯電話）  ○ 

通信運搬費（ＰＣモバイル料・郵送料）  ○ 

クリーニング代  ○ 

建物火災保険料 ○  

浄化槽検査手数料 ○  

支援員等募集費  ○ 

賠償責任保険   ○ 

委託料 

浄化槽維持管理業務委託料 ○  

消防用設備点検業務委託料 ○  

敷地内除草等業務委託料 ○  

上記以外のもの  ○ 

使用料 パソコン・プリンターの設置費用  ○ 

備品購入費 ５万円以上かつ耐用年数が２年以上の物品 ○  

その他 支援等の研修に係る経費（交通費、テキスト代等）  ○ 
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（別表３） 責任・リスク分担表  

責任・リスクが生じる原因 負担区分 

項 目 内 容 市 受託者 

包括的責任 施設設置者としての包括的責任（管理瑕疵を除く） ○  

法令等の変更 
事業運営に直接影響を及ぼす法令等の変更 ○  

上記以外の受託者に影響を及ぼす法令等の変更  ○ 

物価の変動 物価変動による人件費、物品等経費の増加  ○ 

金利変動 金利の変動による経費の増加  ○ 

受託コスト 業務委託開始前に係る準備に要する費用  ○ 

資金調達 業務委託開始に伴う資金調達  ○ 

税制度の変更 
事業運営に直接影響を及ぼす税制の変更 ○  

上記以外の一般的な税制の変更  ○ 

業務内容の変更 

児童数の増減による業務量の大幅な変動 協議事項 

障がい児数の増減による業務量の大幅な変動 協議事項 

市の責任による事業の変更・中止 ○  

受託者の責任による事業の変更・中止  ○ 

受託者の業務委託の放棄，破綻による損害  ○ 

施設の損壊等によ

る修繕 

受託者の責めに帰すべき事由による施設・付帯設備の損

壊等に係る修繕費用等 
 ○ 

上記以外の事由による施設・付帯設備の損壊等に係る修

繕費用等 
○  

施設の損壊等によ

る事業の中断 

受託者の責めに帰すべき事由による施設・設備の損壊等

による事業の中断等 
 ○ 

上記以外の事由による施設・設備の損壊等による事業の

中断等 
○  

備品等の損傷・損

壊・盗難 

受託者の責めに帰すべき事由による備品等の損傷・損壊・盗難   ○ 

上記以外の事由による備品等の損傷・損壊・盗難 ○  

業務の引き継ぎ 
受託者変更に伴う業務の引き継ぎ（次期受託者への引き

継ぎを含む） 
 ○ 

情報管理 
受託者の責めに帰すべき事由により，情報が漏えいしたこ

とによる損害 
 ○ 

不可抗力 自然災害等による業務の変更・中止・延期 協議事項 

第三者への賠償 
受託者の責めに帰すべき事由により損害を与えた場合  ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 ○  
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【２】三豊市豊中放課後子供教室(仮称)運営業務                      

１．委託業務名 

三豊市豊中放課後子供教室(仮称)運営業務 

 

２．実施場所 

三豊市豊中町笠田竹田３９３－１他 

（放課後児童クラブ専用施設内または小学校施設内で実施） 

 

３．委託期間 

（1） 委託期間 

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

ただし、委託契約については当プロポーザルにより最優秀提案者に選定された事業者を優

先交渉権者として、市と事業者で協議のうえ、委託契約を締結するものとする。 

（2） 準備期間 

最優秀提案者の決定から令和８年３月３１日まで 

 

４．事業実施日及び実施時間 

毎月２回・隔週土曜日（祝日、８月１１日から８月１７日、１２月２９日から翌年１月３日を除く）の 

年間２４回。ただし、初年度は５月から翌年３月の間で２４回行うこととする。 

午前７時３０分から午後６時３０分までの半日３時間程度で、事業者が提案する時間 

 

５．対象及び利用見込数 

（1） 対象となる児童 

令和８年４月開校予定の三豊市立豊中小学校(仮称)に就学する児童で、事業利用を希望する児童 

（参考：令和 7 年 4 月 1 日現在の豊中地区小学校児童数 556 人） 

（2） 想定利用児童数 

  各回３０人程度とするが、活動内容によっては人数制限等を行うことを可能とする。 

 

6．料金 

   放課後子供教室の登録児童の利用は無料とする。ただし、活動等に必要な実費を徴収すること

は可能とする。 

 

7. 委託業務の範囲及び内容 

（1）事業内容 

①放課後子供教室の目的を十分に理解し、児童の健全育成や安全確保を図るとともに、子育て支 

援の観点にも配慮し、運営を行うこと。 

②利用者の心情に配慮し、児童の情緒の安定を図るよう努めること。 

③利用者に対して、公平・公正な運営を行うこと。 

④教育委員会、市、学校、地域との連携を図って適切に運営すること。 

⑤運営マニュアル等を作成し、従事者の理解のもと業務を遂行すること。 
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(2)業務内容 

①参加受付 

  参加を希望する児童の保護者から登録を受付け、登録に関する台帳を作成すること。また、登録 

内容に係る変更の届出があるときは、登録に関する台帳も変更すること。 

②活動内容周知 

  放課後子供教室で実施するプログラムのスケジュールや活動内容等については、実施する前月ま 

でに全保護者へ周知すること。 

③放課後子供教室実施 

 学習やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の機会を提供すること。 

また、「放課後児童対策パッケージ 2025」（令和 6 年こども家庭庁文部科学省発出）に基づき、

放課後児童クラブと連携し「校内交流型」の事業を実施すること。 

 

8．支援の体制 

（1）職員の配置 

  配置する職員においては、統括責任者を含め３名以上とすることとし、児童数等に応じて適切 

に配置すること。 

（2）雇用 

 職員や体験プログラム等の講師については、可能な限り地元雇用を優先すること。 

 

9．労働安全衛生 

（1）安全衛生 

受託者は、職員等の安全衛生の確保及び改善を図り、適正な職場環境を整備すること。 

また、児童が学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56 号）に基づいた感染症に感染している場  

合や感染症による学年・学級閉鎖の該当に所属する場合、利用を制限すること。 

 （2）労務管理 

   受託者は、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57

号）を遵守し、子供教室に勤務する職員の労務管理及び適正な労働環境の維持に努めるもの

とする。 

 

１0．保険等の加入 

（１）業務に起因して、児童等に損害を与え、法律上の損害賠償責任を負う場合の補償のため、受託 

者は賠償責任保険に加入すること。 

（２）参加する児童等の傷害保険に加入すること。保険料の負担及び保険請求等の事務手続きは受

託者が行うこと。 

 

１1．事故発生時の対応 

事故等が発生したときは、直ちに必要な措置を講じること。その内容を速やかに市へ報告すると 

ともに事故速報を提出すること。また、事故の発生に際しては、速やかに事故の原因等を究明し、再

発防止に努めるとともに、重大事故が発生した場合は事故報告書を市へ提出すること。 
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１2．苦情等の対応 

保護者等からの要望や苦情に対しては、迅速かつ適切に誠意をもって対応すること。また、要望 

や苦情の内容及び対応結果については、市に報告するとともに、その内容や対応策については、職

員等の間で共有し業務内容の向上に生かすこと。 

 

１3．損害賠償 

次に掲げる事項に該当し、その結果、市に損害を与えたときは、受託者は市に損害を賠償しなけ

ればならない。 

（１）故意又は過失により、児童や保護者等にけがを負わせたとき。 

（２）故意又は過失により、設備・備品等を損壊、紛失又は遺棄したとき。 

 

１4．委託料の支払い 

（１）支払い方法及び時期については、市と受託者が協議の上契約書をもって定める。 

（２）委託業務を完了したときは委託料を清算するものとし、清算残金が生じたときは市に返納す

ることとする。 

 

１5．関係書類の提出 

① 年間事業計画及び年間収支計画書 

   各年度事業開始日の 1 か月前までに提出すること。 

② 実施報告書 

翌月 5 日までに毎月提出すること。ただし５日が市の閉庁日の場合は翌開庁日までとする。 

③ 実績報告書 

会計年度終了後、市が指定する期日までに実績報告書及び収支報告書を提出すること。 

 

１6．状況報告及び現地調査 

市は、事業の運営状況について受託者に報告を求めるとともに、必要に応じて現地調査を行う 

ことができる。また、受託者はこれを拒むことができない。 

 

１7．文書等及び業務の引継ぎ 

（１）放課後子供教室における業務に係る一切の文書や書類、電算機器内のデータ等の所有権は、

市に帰属する。 

（２）受託者は、業務委託期間の終了または、委託契約の解除等により、次期の受託者へ業務を引

き継ぐ際には、次期受託者が円滑かつ支障なく業務が遂行できよう引継ぎを行わなければな

らない。 

 

１8．業務・費用・リスク負担 

業務・費用・リスクの各分担区分は別表に掲げるとおりとする。 

 

19．協議 

本仕様書に定めのない事項又は内容に疑義が生じた場合は市と協議の上決定するものとする。 
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20.想定スケジュール 

 業務内容 

令和 7 年度 9 月～ ・事前準備 

3 月 ・年間事業計画及び年間収支計画書提出 

令和 8 年度 

 

 

4 月 

 

・委託契約締結 

・開設に向けた募集案内 

・参加児童登録開始 

5 月～ ・事業開始 

令和 9 年度 4 月 ・実績報告書及び収支報告書提出 
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（別表１） 業務分担表 

業 務 区 分 内  容 
実 施 者 

市 受託者 

業務全般 

事業運営の総括  ○ 

事業運営の企画  ○ 

保護者との連携・協力  ○ 

保護者からの事業運営に関する相談・要望・苦情対応等  ○ 

保護者への周知文書作成・配付  ○ 

市ホームページ・市広報誌への情報掲載 ○  

小学校等各関係機関との連携及び連絡調整  ○ 

上記の確認・指摘 ○  

各種手続 

申請書類等の受付  〇 

利用者名簿の作成・管理  〇 

各種届出書の作成・印刷・受付  〇 

各種届出書の審査・決定・通知・管理  〇 

上記の確認・指摘 〇  

消耗品・備品購入

の管理 

事業運営に要する消耗品の購入・買替・管理等  ○ 

事業運営に要する備品の購入・買替 ○  

事業運営に要する備品の清掃・管理等  ○ 

上記の確認・指摘 ○  

職員等の採用・労

務管理等 

募集・採用・配置（勤務表の作成・欠員補充）  ○ 

出退勤及び休暇の管理  ○ 

労働基準監督署への各種届出  ○ 

職員等からの相談・要望・苦情対応等  ○ 

各種研修への派遣及び資質向上を目的とした研修の実施   ○ 

職員等の連絡会議の実施  ○ 

給与等の支払い及び年末調整業務  ○ 

上記の確認・指摘 ○  

安全・衛生管理 

施設警備に係る緊急時の対応  ○ 

施設内の安全点検及び衛生管理  ○ 

施設及び付帯設備の管理  ○ 

施設及び付帯設備の修繕 ○  

事故発生時の対応  ○ 

保険加入申込書の受付及び保険請求手続  〇 

上記の確認・指摘 ○  
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（別表２） 費用分担表 

項 目 内   容 
負担区分 

市 受託者 

人件費 職員等への給与・賃金、手当、法定福利費、健康診断費用等  ○ 

報償費 プログラムや研修に要する講師等謝礼  ○ 

需用費 

消耗品費（備品に該当しない物品）  ○ 

燃料費（LP ガス代） ○  

光熱水費 ○  

医薬材料費（湿布，絆創膏等）  ○ 

運営業務に係る印刷製本費（保護者へのたより、行事用資料等）   ○ 

各種届出書等印刷製本費  〇 

利用者負担額徴収に係る費用  〇 

施設・付帯設備・備品の軽微な修繕  ○ 

施設・付帯設備・備品修繕料（受託者の責めに帰すものを除く）  ○  

役務費 

通信運搬費（携帯電話）  ○ 

通信運搬費（ＰＣモバイル料・郵送料）  ○ 

クリーニング代  ○ 

建物火災保険料 ○  

浄化槽検査手数料 ○  

職員等募集費  ○ 

賠償責任保険料  ○ 

参加者の傷害保険料  〇 

委託料 

浄化槽維持管理業務委託料 ○  

消防用設備点検業務委託料 ○  

敷地内除草等業務委託料 ○  

上記以外のもの  ○ 

使用料 パソコン・プリンターの設置費用  ○ 

備品購入費 ５万円以上かつ耐用年数が２年以上の物品 ○  

その他 職員等の研修に係る経費（交通費、テキスト代等）  ○ 
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（別表３） 責任・リスク分担表  

責任・リスクが生じる原因 負担区分 

項 目 内 容 市 受託者 

包括的責任 施設設置者としての包括的責任（管理瑕疵を除く） ○  

法令等の変更 
事業運営に直接影響を及ぼす法令等の変更 ○  

上記以外の受託者に影響を及ぼす法令等の変更  ○ 

物価の変動 物価変動による人件費、物品等経費の増加  ○ 

金利変動 金利の変動による経費の増加  ○ 

受託コスト 業務委託開始前に係る準備に要する費用  ○ 

資金調達 業務委託開始に伴う資金調達  ○ 

税制度の変更 

事業運営に直接影響を及ぼす税制の変更 ○  

上記以外の一般的な税制の変更  ○ 

市の責任による事業の変更・中止 ○  

受託者の責任による事業の変更・中止  ○ 

受託者の業務委託の放棄，破綻による損害  ○ 

施設の損壊等によ

る修繕 

受託者の責めに帰すべき事由による施設・付帯設備の損

壊等に係る修繕費用等 
 ○ 

上記以外の事由による施設・付帯設備の損壊等に係る修

繕費用等 
○  

施設の損壊等によ

る事業の中断 

受託者の責めに帰すべき事由による施設・設備の損壊等

による事業の中断等 
 ○ 

上記以外の事由による施設・設備の損壊等による事業の

中断等 
○  

備品等の損傷・損

壊・盗難 

受託者の責めに帰すべき事由による備品等の損傷・損壊・

盗難 
 ○ 

上記以外の事由による備品等の損傷・損壊・盗難 ○  

業務の引き継ぎ 
受託者変更に伴う業務の引き継ぎ（次期受託者への引き

継ぎを含む） 
 ○ 

情報管理 
受託者の責めに帰すべき事由により，情報が漏えいしたこ

とによる損害 
 ○ 

不可抗力 自然災害等による業務の変更・中止・延期 協議事項 

第三者への賠償 
受託者の責めに帰すべき事由により損害を与えた場合  ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 ○  
 

 


